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1．本報告書のねらい 
 
2013 年度，千葉大学大学院人文社会科学研究科の関係者を中心に，「国際移動と移民の
社会的影響」というテーマで 1年間の研究プロジェクトを立ち上げ，共同研究を行った．
本報告書は，このプロジェクト所属メンバーらの研究成果をまとめたものである．参加者
の学問領域は，社会政策論・文化人類学（前田），社会経済開発論・労働社会学（マンナン），
社会福祉学（佐々木），国際社会学（福田）と多様であるが，参加者全員が「国際移動」や
「移民研究」に関心を持つことから，それぞれの立場で本研究テーマに取り組むことで新
たな知見を見出だすことができると考えた． 
 
1.1 国際移動とは 
 
 まず本報告書のタイトルについて簡単に説明しておきたい．「国際移動」（International 
movement）とは，国境を越えた空間移動を指す．この場合，空間移動する要素が何かとい
えば，経済学では労働力（labor force，ヒト），財（goods，モノ），資本（capital，カネ），
サービス（service），情報（information）がその主な要素として挙げられる．一方で，上記
の「ヒト」というカタカナ表記については，生きた人間の移動であることを軽視した印象
を与えるとの批判もある．国際労働力移動（international labor mobility），国際人口移動
（international population movement）などの表記に加え，近年は人の国際移動（international 
migration）という表記も定着しつつある． 
 いずれにせよ，本稿で指摘しておきたいのは，国際移動においては複数の要素が連動し
て，もしくは同時に移動することがある，という点である．特に人が国際移動する場合，
同時に財，資本，サービス，情報も移動する．こうした状況を鑑みて本報告書のタイトル
では，要素を人に限定しない「国際移動」を最初のキーワードとした． 
 
1.2 移民とは 
 
 次に「移民」（migration, migrant）であるが，この用語の定義は一筋縄ではいかない1)．
日本語で「移民」という場合，「個人あるいは集団が永住を望んで他の国に移り住むこと．
また，その人々．」（『デジタル大辞泉』）という定義が一般通念として定着しているように
思われる．たとえば，明治期以降のハワイ移民や南米移民，その子孫を指す日系人は「移
                                                   
1) 以下の定義については，「コトバンク Kotobank」（複数の辞書の記述を同時に閲覧できるサ
イト）の「移民」の項目から引用した． 
（2014年 2月 15日取得，http://kotobank.jp/word/%E7%A7%BB%E6%B0%91） 
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民」に含まれるが，難民，留学生，海外駐在員，外国人労働者は「移民」に含まれないと
考える人は多いだろう．しかしながら，次のような異論もある．第一に，「永住を望んで」
の部分について，国連人口部が「『移民』を『出生あるいは市民権のある国の外に 12カ月
以上いる人』と定義している」（『知恵蔵 2014』）ことからもわかるように，他の言語では
「移民」という用語は「永住」をその条件に含まないことも多い．航空技術の発達した現
代社会において，人の国際移動は格段に容易になった．その結果「トランスナショナリズ
ム論」が論じるような複数の拠点を同時に維持し続ける「移民」が登場した．今後ますま
す，後者の定義が世界標準（グローバル・スタンダード）化するだろう．また第二に，「他
の国に移り住む」について，移民の方向性の問題が指摘できる．移民（migration, migrant）
は，その方向性によって受入移民（immigration, immigrant）と送出移民（emigration, emigrant）
に区分できるが，どちらも同じ「移民」である．しかしながら前述の通り，日本語の「移
民」は送出移民に限定される傾向があり，受入移民は「外国人」と呼ばれ続ける．第三に，
同じく「他の国に移り住む」についてもう一点，国境を越えるか否かという問題がある．
「移民」は，国際移民（international migration）と国内移民（internal migration）に区分でき
る．地域によって，それが重大な違いを生む場合（出入国管理の影響を強く受け，言語や
通貨が変わるなど）もあれば，大した違いがない（出入国管理の影響がほとんどなく，言
語や通貨が変わらないなど）もある．ラテンアメリカやアフリカなどその差がほとんどな
く，かえって国内移民と国際移民を連続した事象と捉えたほうが良い場合もある．一方で
日本のように，その違いが重大な意味を持つ場合もある．日本語の「移民」は国際移民に
限定される傾向があり，国内移民は「出稼ぎ」，「赴任」，「引越」など，その移動の条件に
よってさまざまな語彙が駆使される． 
 以上で見てきたように，日本語の一般通念は学術用語の定義とは必ずしも一致しない．
一般通念を一概に否定するものではないが，学術用語として「移民」という用語を用いる
場合には，その定義を明確化する必要がある．本報告書における「移民」(migration)とい
う用語は，「人の国際移動」全般を指す用語として用いる．その際に，時間，空間，動機（目
的）といった要素は考慮しない．つまりこの定義では，難民，留学生，海外駐在員，外国
人労働者も「移民」に含まれる．本報告書において取り上げられる EPA 看護師候補者，在
日バングラデシュ人，在日インドネシア人も同様である． 
 
1.3 社会的影響とは 
 
 最後に「社会的影響」について若干の説明を加える．本報告書における「社会的影響」
（social effect）とは，移民が受入社会のみならず，送出社会，国際社会に与え，かつ与え
られる複数方向の影響を指す．直接的／間接的な影響もあれば，一方的／相互的な影響も
あり，肯定的に／否定的に評価される影響もあるなど，多様な形態が想定される．今回，
「社会的影響」をキーワードとして取り上げた理由は，プロジェクト所属メンバー全員の
問題関心が「移民の社会的影響」にあり，それについて改めて検討する学問的意義がある
と考えたからである．社会心理学の専門用語としての「社会的影響」を念頭に置いたもの
ではなく，また現時点で事例を理論的な考察へ結び付けることまでは考えていないが，以
下のような図式を想定している． 
3 
 
 
図１ 国際移動と移民の社会的影響の図式 
出所：本プロジェクト研究会における議論を経て筆者が作成 
 
 A は移民→受入社会への影響であり，労働力不足の解消，社会的コストの負担増，多様
な価値観および世界標準の価値観の付与，治安問題などが想定される． 
 B は受入社会→移民への影響であり，受入社会側の社会習慣や規範の内面化，所得の獲
得，在留資格や市民権の付与などが想定される． 
 C は移民→送出社会への影響であり，送金，富の還元，不動産投資，頭脳流出，労働力
不足，遠隔地ナショナリズムに代表されるような政治参加，受入社会で獲得した新しい財・
サービス・システム・価値観の流入が想定される． 
 Dは送出社会→移民への影響であり，伝統的価値観の付与，連鎖移民の期待，送金期待，
帰国や里帰りを求める圧力，在外自国民による送出社会側へ納税や投資の期待などが想定
される． 
 E は送出社会→受入社会への影響であり，二国間協定等による移民受入れ拡大の期待，
政治的交渉，受入社会側政府に対する移民を通じたロビーイングなどが想定される． 
 F は受入社会→送出社会への影響であり，移民受入れによる間接的な国際貢献，それに
伴う二国間もしくは国際社会での発言力の強化が挙げられる．たとえば EPA 経済連携協定
の事例は，この Eと Fに該当する事例と思われる． 
 最後に国際社会が移民に与える影響としては，リーマンショック後の世界同時不況，為
替相場や石油価格の変動，震災や気候変動などの天災，戦争や紛争や国際テロ，環境問題
などが想定される． 
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2．各論文の位置づけ 
 
 次に本報告書に収録した各論文の位置づけについて紹介する． 
 
2.1 前田論文 
 
 前田は，インドネシアおよびフィリピンからの EPA 看護師候補者受入れ政策の研究を続
ける中で，当該政策が受入国（日本）側に与える影響のみならず，移民当事者側および送
出国側（インドネシア，フィリピン）にどのような影響を与えうるのか，という問題関心
を持つようになった．そして看護師の国際移動がおよぼす社会的影響を論じる際に，しば
しば「頭脳還流」という用語が登場するが，その背後にはもっと複雑な構図が隠されてい
ることを指摘し，この用語の持つ意味をより慎重に検討する必要があると考えた．そこで
看護師候補者受入れ政策にかかわる日本側の現場の関係者や当事者／元当事者に対するヒ
アリング調査を実施した．その調査結果の中から「帰国者支援」という課題に関する語り
を抽出し，その現状と課題を整理し，将来的な政策の方向性についても検討した． 
 
2.2 マンナン論文 
 
 一方でマンナンは，バングラデシュのタバコ産業の労働問題，およびグラミン銀行の社
会開発（マイクロ・クレジット）について研究する中で，バングラデシュ国内の小規模金
融ビジネスに着目するようになった．移民の送出国側への社会的影響を論じる際に，しば
しば送金とその使途がテーマに取り上げられることがあるが，このビジネスはまさに海外
出稼ぎ移民の送金や帰国移民の貯金を元手とした出身国側への投資の一種であった．グラ
ミン銀行のマイクロ・クレジットとはまったく異なる特徴を持つ金融システムであり，こ
の小規模金融ビジネスがバングラデシュ側のローカル・コミュニティ（地域社会）にどの
ような影響を及ぼすのかという問題関心から研究が始まった．在日バングラデシュ人移民
に対するヒアリング調査を実施した結果，予想に反して明らかになったのは，上記のよう
な移民の金融ビジネスはあくまで「秘密のビジネス」であるという事実であった．またそ
の調査結果の副産物として明らかになったのは，在日バングラデシュ人の 8割を占めると
も言われるムンシガンジ出身者コミュニティの現状であった．移民の出身社会への社会的
影響を語る場合には送金の使途だけでなく，移民ネットワークなど他の要素も併せて検討
する必要があることが改めて確認された． 
 
2.3 佐々木報告とヌグロホ氏およびボルアロゴ氏の報告要旨 
 
 佐々木は，2012年度に実施された国際共同研究においてインドネシア大学のヌグロホ氏
と出会い，社会福祉を中心にグローバリゼーション，ジェンダー，国際移住，国際ソーシ
ャルワーク等をテーマとする共同研究をスタートしていた．そして 2013年度に千葉大学に
着任し，本研究プロジェクトへの参加が決まった．上記の前田氏の研究がインドネシアに
関連するものであったことから，「インドネシア人の国際移動」をテーマとした共同研究の
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場を企画し，ヌグロホ氏の招聘と，フェミニズム研究が専門のボルアロゴ氏を加えた拡大
研究会を開催した．本報告書収録の論考は，研究会当日の 3つの報告とその後の議論をま
とめた研究会報告であるが，様々な研究課題が提起され興味深い．研究会当日の 3つの報
告のうち，前田報告については本報告書に論文が収録されている．また他の 2つの報告に
ついては，その要旨を掲載している．併せて参照されたい． 
 
2014年 2月 
